
　
「
児
童
手
当
」か
ら「
子
ど
も
手
当
」、さ

ら
に
は「
子
ど
も
の
た
め
の
手
当
」へ
。「
未

来
へ
の
投
資
」を
掲
げ
る
民
主
党
政
権
の

子
育
て
支
援
は“
迷
子
”状
態
に
陥
っ
た
。

ヨ
チ
ヨ
チ
歩
き
の
40
年

　

1
9
7
1
年「
児
童
手
当
法
」が
制
定
さ

れ
翌
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
た
。第
3
子
か

ら
4
歳
ま
で
月
額
3
0
0
0
円
の
さ
さ
や

か
な
ス
タ
ー
ト
で
あ
っ
た
。被
用
者
向
け

は
主
に
企
業
拠
出
金
、自
営
業
者
向
け
は

公
費
で
賄
う
。

　

そ
の
後
、対
象
児
童
は
1
9
8
5
年
度

ま
で
第
3
子
以
降
に
限
定
さ
れ
、支
給
額

も
原
則
5
0
0
0
円
で
長
ら
く
据
え
置
か

れ
た
。対
象
児
童
数
は
少
な
く
、支
給
期
間

は
短
く
、支
給
額
も
低
い
冷
遇
が
続
く
。

　

社
会
保
障
制
度
は
雇
用
保
険
や
年
金
制

度
の
よ
う
に
収
入
の
激
減
・
途
絶
を
支
え

る
役
割
と
、児
童
手
当
に
代
表
さ
れ
る
支

出
の
増
大
を
補
う
役
割
に
大
別
さ
れ
る
。

日
本
で
は
、後
者
を
置
き
去
り
に
し
た
歩

み
で
は
な
か
っ
た
か
。た
し
か
に
16
歳
未

満
に
対
す
る「
年
少
扶
養
控
除
」で
子
育
て

世
帯
の
負
担
軽
減
策
を
図
っ
た
も
の
の
、

高
所
得
者
ほ
ど
高
い
控
除
額
で
減
税
効
果

は
大
き
く
、逆
に
中
間
所
得
層
以
下
へ
の

恩
恵
は
小
さ
か
っ
た（
非
課
税
世
帯
は
効

果
ゼ
ロ
）。

国
際
標
準
の「
子
ど
も
手
当
」

　

急
速
な
少
子
化
、子
育
て
費
用
の
高
騰
、

所
得
格
差
の
拡
大
等
を
背
景
に
対
象
は
就

学
前（
2
0
0
0
年
度
）、小
学
３
年（
04
年

度
）、同
6
年（
06
年
度
）と
拡
大
さ
れ
た
。

し
か
し
、英
国
や
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン（
16
歳
未

満
）、ド
イ
ツ（
18
歳
未
満
）、フ
ラ
ン
ス（
20

歳
未
満
）等
に
は
及
ば
な
い
。支
給
額
は
円

換
算
1
〜
2
万
円
が
当
た
り
前
で
、所
得

制
限
を
設
け
る
国
も
見
あ
た
ら
な
い
。

　

民
主
党
政
権
が
打
ち
出
し
た「
子
ど
も

手
当
」は
画
期
的
だ
が
、主
要
先
進
国
並
み

に
追
い
つ
く
試
み
で
も
あ
る
。

　

2
0
1
0
年
度
発
足
の「
子
ど
も
手
当
」

は
、中
学
生
ま
で
対
象
を
広
げ
、子
の
順
位

に
関
係
な
く
1
・
3
万
円
支
給（
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
の
2
・
6
万
円
の
半
額
）、所
得
制
限

な
し
、給
付
総
額
2
・
7
兆
円
。そ
の
代
わ

り「
年
少
扶
養
控
除
」は
廃
止
さ
れ
た（
所

得
税
分
11
年
度
、住
民
税
分
12
年
度
実
施
）。

　

と
く
に
所
得
制
限
の
撤
廃
は
賛
否
が
分

か
れ
た｛
扶
養
親
族
ゼ
ロ
で
年
収
6
5
2
・

■
子
ど
も
手
当
見
直
し

宮
武 

剛 

の  

社
会
保
障  

言 

論

こ
れ
で「
未
来
への
投
資
」と

	

呼
べ
る
の
か

こ
れ
で「
未
来
への
投
資
」と

	

呼
べ
る
の
か



■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

早
稲
田
大
学
政
経
学
部
卒
。毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県

立
大
学
教
授
を
経
て
、 

現
在
、目
白
大
学
教
授
。

近
刊
に『
現
代
の
社
会
福
祉
　
1
0
0
の
論
点
』（
監
修
・
共
著
、全
国

社
会
福
祉
協
議
会
刊
）。

5
万
円（
被
用
者
は
7
3
3
・
3
万
円
）〜

同
3
人
で
7
8
0
万
円（
同
8
6
0
万
円
）

等
｝。「
む
し
ろ
保
育
所
増
設
」な
ど
と
の
意

見
は
、多
く
の
待
機
児
童
を
抱
え
る
現
状

で
は
無
理
も
な
い
。

　

た
だ
し
、所
得
の
高
低
を
問
わ
ず
子
育

て
費
用
は
か
か
り
、社
会
全
体
で
支
え
る

理
念
か
ら
、ど
の
国
も
所
得
制
限
は
設
け

て
い
な
い
。扶
養
親
族
数
に
は
共
働
き
の

母
親
や
母
子
家
庭
の
働
く
母
親
は
含
ま
れ

ず
、専
業
主
婦
の
母
親
は
含
ま
れ
公
平
さ

に
欠
け
る
。前
年
実
績
で
所
得
の
高
低
を

判
断
す
る
た
め
、現
在
は
失
業
、倒
産
等
で

も
手
当
は
出
な
い
。こ
れ
ら
理
念
と
実
務

問
題
は
周
知
の
事
実
と
は
言
い
難
い
。

先
進
国
最
低
レ
ベ
ル
へ
逆
戻
り
か

　

も
と
も
と「
子
ど
も
手
当
」は
財
源
確
保

策
な
し
に
見
切
り
発
車
さ
れ
、た
ち
ま
ち

行
き
詰
ま
る
。保
育
サ
ー
ビ
ス
拡
充
の
優

先
論
や
所
得
制
限
設
定
の
攻
勢
に
も
押
さ

れ
、民
主
党
と
自
民
、公
明
党
の
三
党
合
意

が
成
立
し
た（
11
年
8
月
）。基
本
的
に
は

「
児
童
手
当
」の
復
活
で
あ
る（
表
参
照
）。

　

対
象
は
中
学
生
ま
で
維
持
さ
れ
た
が
、

3
歳
〜
小
学
生
の
第
1
子
、第
2
子
と
中

学
生
は
減
額
さ
れ
た
。所
得
制
限
は
12
年

6
月
分
か
ら
再
設
定
さ
れ
る
。「
年
少
扶
養

控
除
」廃
止
の
影
響
で
高
所
得
世
帯（
夫
婦

と
子
2
人
世
帯
で
年
収
9
6
0
万
円
以
上
）

は
差
し
引
き
負
担
増
に
な
る
。こ
の
た
め

一
律
月
額
5
0
0
0
円
を
支
給
す
る
、と

い
う
。

　

給
付
総
額
は
2
・
3
兆
円
と
見
込
ま
れ
、

「
子
ど
も
手
当
」よ
り
5
0
0
0
億
円
規
模

の
縮
小
。「
児
童
手
当
」時
代
に
比
べ
れ
ば

1
・
3
兆
円
の
増
額
だ
が
、年
少
扶
養
控
除

の
廃
止
で
税
収
は
推
定
1
・
1
兆
円
増
と

み
ら
れ
、高
所
得
世
帯
の
負
担
軽
減
費
を

含
め
て
も
差
し
引
き
2
0
0
0
億
円
程
度

の
増
加
に
と
ど
ま
る
。

　

こ
の
法
案
で
提
出
さ
れ
、成
立
し
な
い

場
合
は
日
切
れ
法
案
の
た
め
4
月
か
ら
旧

「
児
童
手
当
」に
逆
戻
り
す
る
。

　

わ
ず
か
に
評
価
さ
れ
る
の
は
、手
当
の

支
払
い
先
を「
主
た
る
生
計
維
持
者
」（
ほ

と
ん
ど
夫
）か
ら「
同
居
の
親
」に
改
め
る

こ
と
だ
。別
居
中
等
で
も
夫
へ
支
払
う
男

社
会
の
旧
習
、母
国
に
子
ど
も
を
残
す
外

国
人
居
住
者
に
も
手
当
を
渡
す
矛
盾
は
解

消
さ
れ
る
。

　
「
政
治
」が
学
ん
だ
の
は
、そ
の
程
度
か
、

と
皮
肉
り
た
く
も
な
る
。

2009 年度
児童手当

　
2010 ～ 11年度前半
子ども手当
　　　

2011 年度後半～
「子どものための手当」
（民主党案）　

対象児童

０歳～小学生

０歳～中学生

０歳～中学生
　

受取人

主たる
生計維持者
（ほとんど父親）

　
主たる
生計維持者

（ほとんど父親）
　

 
同居の親

（父親、母親ら）

所得制限

あ　り
　

な　し

　
あ　り

（2012年
6月分から）

 支給月額

3歳未満　一律 1 万円
3歳～小学生 1、2子 5000 円
 3子以降 1万円

 一律 1.3万円

　
3歳未満　一律 1.5万円
3歳～小学生 1、２子 1 万円
 3子以降　1.5万円
中 学 生 一律 1 万円

※「年少扶養控除」は廃止

総　額
１兆円
　

総　額
２.７兆円
　

　
総　額
２.３兆円

「児童手当」と「子ども手当」と「子どものための手当」の比較
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